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はじめに 

2018年12月 30日、TPP11（環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先進的な協定：CPTPP）

が発効した。TPP11における包括的通商ルールは、政府が進める他の通商交渉だけでなく、海外取

引を行っていない企業にも影響を及ぼすとみられ、TPP11の動向が注目されている。他方、TPPか

ら離脱した米国は二国間での通商交渉を要求しており、2019年 1月からは日米物品貿易協定（TAG）

の交渉が始まる予定である。 

帝国データバンクは TPP11に関する企業の見解について調査を実施した。本調査は、TDB景気動

向調査 2018年 12月調査とともに行った。なお、TPP および TPP11に関する調査は 2010年 12月、

2015年 12月、2017年 6月に続き 4回目。 
 

※調査期間は 2018 年 12 月 14 日～2019 年 1 月 7 日、調査対象は全国 2 万 3,059 社で、有効回答

企業数は 9,619社（回答率 41.7％） 

※本調査における詳細データは景気動向調査専用 HP（http://www.tdb-di.com）に掲載している 
 
 

調査結果（要旨） 
 

1.TPP11、企業の 53.4％が日本にとって「必要だと思う」と回答。「必要だとは思わない」（9.7％）

を 43.7 ポイント上回った。自社の属する業界では 24.9％が「必要」と考えているものの、企

業の見解は二分。11カ国での閣僚会合後の前回調査（2017年 6月）と比べると必要性を肯定す

る企業が緩やかに増加している 
 

2.自社への影響は「プラスの影響がある」（12.1％）が「マイナスの影響がある」（4.7％）を上回

った。「影響はない」が 37.6％、「分からない」が 45.5％。業種別では、プラス影響は「飲食店」

（32.6％）、マイナス影響は「農・林・水産」（46.3％）がトップ 
 

3.具体的内容、影響を想定する企業のうちプラス面では「原材料コストの低下」（39.0％）がトッ

プ。以下、「売り上げや利益の増加」（34.1％）、「輸出の増加」（33.6％）が 3割台で続く。マイ

ナス面では「販売価格の低下」（27.7％）がトップ。以下、「新規参入の増加による競争の激化」

（24.4％）、「売り上げや利益の減少」（16.4％）が続く 
 

4.期待する通商交渉、「東アジア地域包括的経済連携（RCEP）」が 32.8％でトップ。以下、「アジア

太平洋自由貿易圏（FTAAP）」（29.6％）、「日中韓自由貿易協定（日中韓 FTA）」（16.7％）が続く。

「日米物品貿易協定（TAG）」は 14.3％ 

 

特別企画 ： TPP11に関する企業の意識調査（2018年 12月） 

TPP11、企業の 53.4％が「日本に必要」 
～ 自社にプラス影響は「飲食店」、マイナス影響は「農・林・水産」がトップ ～ 
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1. 企業の 53.4％で日本にとって TPP11 が必要と認識も、自社業界では 24.9％にとどまる 
 

TPP111は「日本」にとって必要だと思うか尋ねたところ、「必要だと思う」と回答した企業は

53.4％と半数を超え、「必要だとは思わない」（9.7％）を 43.7 ポイント上回った。米国が TPPか

ら離脱し、11カ国での閣僚会合が開催された時期に実施した前回調査（2017 年 6月調査）と比

較すると、「必要だと思う」は 1.7 ポイント増加した一方、「必要だとは思わない」は 2.3ポイン

ト減少した。日本全体でみると、TPP11の必要性を認識する企業が緩やかに増加している様子が

うかがえる。 

他方、TPP11 が「自社の属する業界」にとって必要だと思うか尋ねたところ、「必要だと思う」

と回答した企業は 24.9％となり、「必要だとは思わない」（28.9％）を 4.0 ポイント下回った。ま

た、「分からない」（46.2％）は半

数近くに達した。前回調査と比較

すると、「必要だと思う」が 2.4ポ

イント増加した一方、「必要だとは

思わない」は 3.7 ポイント減少し

た。自社の属する業界に対して、

依然として必要性を捉えかねてい

る企業も多いものの、見解は二分

している。 

TPP11 の必要性について海外取

引の有無別にみると、日本全体で

は輸出・輸入の両方を行っている

企業で必要と考えている企業が多

いものの、海外取引を行っていな

い企業でも半数超が必要性を認識

していた。他方、自社の業界につ

いては、海外取引を行っている企

業で必要とする割合が高く、とり

わけ輸出企業でその傾向が表れて

いた。 

                                                 
1 TPP11（Trans Pacific Partnership 11） 
 環太平洋パートナーシップ協定（TPP）に合意した 12 カ国から米国を除いた 11 カ国による交渉のこと。オー

ストラリア、ブルネイ、カナダ、チリ、日本、マレーシア、メキシコ、ニュージーランド、ペルー、シンガポー

ルおよびベトナムから構成される。TPP11 は、自由貿易協定（FTA）の基本的な構成要素である物品市場アクセ

ス（物品の関税の撤廃・削減）やサービス貿易のみではなく、非関税分野（投資、競争、知的財産、政府調達

等）のルールのほか、新しい分野（環境、労働、分野横断的事項等）を含む包括的協定となっている。現在、日

本を含む 7 カ国が国内手続きを完了しており、2018 年 12 月 30 日に協定が発効した。 

TPP11が「必要だと思う」割合～海外取引有無別～ 
（％）

（日本にとって）
必要だと思う

（自社の業界に
とって）

必要だと思う
(N)

海外取引あり 58.9 35.3 2,611

輸入のみあり 55.2 29.3 1,146

輸出のみあり 59.6 40.4 589

輸出入両方あり 63.4 39.7 876

海外取引なし 51.3 21.0 7,008

全体 53.4 24.9 9,619

注：網掛けは、全体より10ポイント以上高いことを示す

TPP11の必要性に対する認識 

53.4％

51.7％

24.9％

22.5％

9.7％

12.0％

28.9％

32.6％

37.0％

36.4％

46.2％

44.9％

必要だと思う

2017年6月調査

日
本
に

と
っ
て
の
必
要
性

必要だとは

思わない
分からない

2017年6月調査

自
社
の
業
界
に

と
っ
て
の
必
要
性

注：2018年12月調査の母数は有効回答企業9,619社。2017年6月調査は1万45社

2018年12月調査

2018年12月調査
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2. 「農・林・水産」は企業の 46.3％が自社にマイナスも、「飲食店」は 3 割超がプラス見込む 

 

現時点において、TPP11 が自社にどのような影響を与えるか尋ねたところ、「プラスの影響があ

る」と回答した企業は 12.1％となった。「マイナスの影響がある」は 4.7％にとどまったものの、

「分からない」が 4割を超えている。また、「影響はない」は 37.6％だった。前回調査と比較する

と、「プラス」「マイナス」ともわずかに減少した。一方、「分からない」が 2.8 ポイント増加した。 

TPP11 が自社に「プラスの影響がある」とした企業を業種別にみると、「飲食店」が 32.6％で 3

割超となった。以下、「旅館・ホテル」「家具類小売」「飲食料品・飼料製造」「飲食料品卸売」「人

材派遣・紹介」などが続いた。発効した TPP11 の内容を踏まえて、食品関連を中心に仕入価格の

低下や訪日観光客の増加、人材移動などが期待される業種が上位にあがった。また、関税引き下

げなどが期待される製造関連では、「飲食料品・飼料製造」や「精密機械、医療機械・器具製造」

のほか、「機械製造」「輸送用機械・器具製造」がトップ 10に入った。 

企業からは、「輸出入貨物の増加による荷量の増加」（港湾運送、東京都）や「アジア地域の所得

が増加すれば、海外旅行など観光にはプラスになる。また、海外からの就労ビザのルールが確立

されれば、労働力の確保にもつながる」（娯楽サービス、福岡県）、「労働力の補充が望めるのであ

れば、人手不足の業界にとってはプラスになる」（建設、埼玉県）、「輸出産業の売り上げや利益の

拡大が、賃上げや内需をもたらす」（専門サービス、東京都）といった声があがった。 

他方、TPP11が自社に「マイナス

の影響がある」とする企業では、

「農・林・水産」が 46.3％と突出

して高かった。次いで、「飲食料品

卸売」「飲食料品・飼料製造」「電

気通信」「飲食料品小売」などが続

いた。 

企業からは、「農水産物の輸入増

にともない、卸売市場での取扱量

の減少が想定される」（冷蔵倉庫、

北海道）や「輸入農作物の増加が

見込まれるほか、農業規模の拡大

や農地の集約化が求められる」（農

業用機械器具卸売、埼玉県）、「著

作権の期間が延長されることによ

り、若干コストが増加する」（出版、

東京都）などの意見が聞かれた。 

TPP11が自社に与える影響～上位 10業種～ 
（％）

1 飲食店 32.6 1 農・林・水産 46.3

2 旅館・ホテル 26.1 2 飲食料品卸売 12.3

3 家具類小売 25.0 3 飲食料品・飼料製造 12.0

4 飲食料品・飼料製造 23.3 4 電気通信 9.1

飲食料品卸売 23.1 5 飲食料品小売 7.5

人材派遣・紹介 23.1 6 各種商品小売 7.3

7 精密機械、医療機械・器具製造 21.1 精密機械、医療機械・器具製造 7.0

8 機械製造 21.0 飲食店 7.0

9 飲食料品小売 20.9 9 化学品卸売 6.9

10 輸送用機械・器具製造 19.8 10 パルプ・紙・紙加工品製造 6.4

プラスの影響がある マイナスの影響がある

5

7

TPP11が自社に与える影響 

12.1％

12.8％

4.7％

5.6％

37.6％

38.9％

45.5％

42.7％

プラスの

影響がある

2018年12月調査

2017年6月調査

注：2018年12月調査の母数は有効回答企業9,619社。2017年6月調査は1万45社

マイナスの

影響がある
影響はない 分からない
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3. 具体的影響、プラス面「原材料コストの低下」、マイナス面「販売価格の低下」がトップ 

 

TPP11が自社に「プラスの影響がある」または「マイナスの影響がある」と回答した企業に対し

て具体的にどのような影響が想定されるか尋ねたところ、プラス面としては、「原材料コストの低

下」が 39.0％で最も高く、「売り上げや利益の増加」「輸出の増加」とともに 3割台となった。以

下、「調達ルートの拡大」が 2割台、「海外企業との連携の拡大」などが続いた。 

他方、マイナス面では、「販売価格の低下」が 27.7％でトップだったほか、「新規参入の増加に

よる競争の激化」が 2 割台で続いた。次いで、「売り上げや利益の減少」「新たなルールに対応す

る組織・商習慣の変更」「海外市場での海外企業との競争の激化」が高かった。 

企業からは、「早く市場開放し、国際競争力をつけるべき」（各種商品卸売、神奈川県）や「各国

が関税を撤廃して貿易が盛んになると景気上昇につながり、お互いに経済成長が期待できる」（精

密機械器具卸売、大阪府）、「世界的な貿易の自由化は経済を活性化させる」（自動車（新車）小売、

沖縄県）などの声があがった。他方、「国内産農産物へのダメージが大きく、食品の安心・安全に

も不安がある」（農業協同組合、北海道）や「他国のゼネコンの日本への進出により、値引き競争

に不安を感じる」（内装工事、埼玉県）、「国民に協定を締結したらどうなるのか、しっかりと理解

できるように事前の説明をするべき」（畜産サービス、北海道）といった意見もみられた。 

参加国の関税引き下げによる原材料価格の低下や輸出増加など、輸出・輸入両面でのプラス要

素があがっているほか、ルールの統一化などを通じて海外企業との連携がし易くなることに期待

する企業も多くみられた。他方、販売価格の低下や新規参入の増加など競争環境の厳しさが増す

ことのほか、組織や商習慣の変更をともなう変化など、マイナス面への影響を懸念している様子

もうかがえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

TPP11により想定される具体的影響（複数回答） 
プラス面 

1 原材料コストの低下 39.0

2 売り上げや利益の増加 34.1

3 輸出の増加 33.6

4 調達ルートの拡大 21.4

5 海外企業との連携の拡大 12.6

6
自社の競争力向上（貿易・投資ルールの統一
化・透明化・簡素化などによる）

11.1

7 新事業の創出・拡大 10.9

8 自社の競争力向上（海外事業展開の拡大） 10.8

9 自社ブランドの海外展開の促進 6.9

10 海外市場におけるリスクの低減 6.0

11 新たなルールに対応する組織・商習慣の変更 5.9

その他 2.0

マイナス面 
（％）

1 販売価格の低下 27.7

2 新規参入の増加による競争の激化 24.4

3 売り上げや利益の減少 16.4

4 新たなルールに対応する組織・商習慣の変更 15.0

5 海外市場での海外企業との競争の激化 14.8

6
国内市場における自社の事業分野に関連す
る海外商品・サービスの増加

12.0

7
自社の競争力低下（貿易・投資ルールの統一
化・透明化・簡素化などによる）

5.2

8
自社の競争力低下（海外事業展開に対応で
きない）

5.1

9 既存事業からの撤退・縮小 4.0

その他 2.9

注： 母数は、自社に与える影響について「プラスの影響がある」「マイナスの影響

がある」のいずれかを回答した企業1,620社
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4. 企業の 32.8％が「東アジア地域包括的経済連携（RCEP）」への通商交渉に期待 

 

現在、日本が交渉あるいは検討等を行っている経済連

携協定（EPA）や自由貿易協定（FTA）について、どの通

商交渉を期待しているか尋ねたところ、「東アジア地域

包括的経済連携2（RCEP）」が 32.8％でトップとなった。

次いで、「アジア太平洋自由貿易圏3（FTAAP）」（29.6％）

が続き、アジアおよび環太平洋地域における経済圏の構

築を求める通商交渉が上位にあげられた。また、「日米

物品貿易協定（TAG）」は 14.3％だった。 

企業からは、「最終的には米国の影響を受ける形にな

るので、日米の貿易協定を少しでも日本の意向をくむ形

にしたうえで、多国間の自由貿易に拡大されることを期

待したい」（家庭用電気機械器具卸売、東京都）や「モン

ゴルをはじめとした中央アジア諸国との経済連携や自

由貿易を促進すべき」（広告、京都府）、「TPP11 や TAG な

どについては、保守的なスタンスで対応すべき」（信用

協同組合・同連合会、秋田県）といった意見があがった。 

 

まとめ 

 

2018 年 12 月 30 日の TPP11 の発効に続いて、2019 年は 1 月に日米物品貿易協定（TAG）交渉が

開始されるほか、2 月には日 EU・EPA および SPA（戦略的パートナーシップ協定）が発効となる。

また、2018年 11月の RCEP 首脳会議では、2019 年に早期妥結することを盛り込んだ共同首脳声明

が採択されるなど、今年は通商関係のイベントが相次ぐ予定となっている。 

こうしたなか、TPP11 に対して企業の半数超が日本に必要だと考えている一方、自社業界への必

要性については 2 割台にとどまる。また、その効果では業種により大きく異なっており、とりわ

け、農林水産業で自社への影響を懸念する企業が突出して多い。 

TPP11は今後の日本経済にとって、生産性向上に向けた重要な経済連携になるとみられる。しか

し、業種により直接的な不利益を受ける企業も想定される。政府は、企業が感じる懸念を捉えな

がら、自由貿易を維持・拡大することが肝要となろう。 

                                                 
2 東アジア地域包括的経済連携（RCEP）は、ASEAN10 カ国＋6 カ国（日本、中国、韓国、オースト

ラリア、ニュージーランド、インド）が交渉に参加する広域経済連携 
3 アジア太平洋自由貿易圏（FTAAP）は、TPP11 および米国と RCEP16 カ国の双方を包括する広範囲

の自由貿易圏 

期待する通商交渉（複数回答） 
（％）

1
東アジア地域包括的経済連携
（RCEP）

32.8

2 アジア太平洋自由貿易圏（FTAAP） 29.6

3 日中韓自由貿易協定（日中韓FTA） 16.7

4
日・ASEAN包括的経済連携協定（投
資サービス交渉）

15.5

5 日米物品貿易協定（TAG） 14.3

6
日・GCC（湾岸協力理事会）自由貿易
協定

6.0

7 日・カナダ経済連携協定 5.1

8 日韓経済連携協定 3.4

9 日・トルコ経済連携協定 3.3

10 日・コロンビア経済連携協定 1.6

その他の個別の経済連携協定（EPA） 5.8

その他の個別の自由貿易協定（FTA） 7.1

その他 2.2

どれにも期待していない 32.1

注： 母数は、有効回答企業9,619社
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【 内容に関する問い合わせ先 】 

 （株）帝国データバンク 

  データソリューション企画部 産業データ分析課  担当：窪田剛士 

TEL 03-5775-3163  e-mail keiki@mail.tdb.co.jp 

当リリース資料の詳細なデータは景気動向調査専用 HP（http://www.tdb-di.com）をご参照下さい。 

リリース資料以外の集計・分析については、お問い合わせ下さい（一部有料の場合もございます）。 

調査先企業の属性 

1．調査対象（2 万 3,059 社、有効回答企業 9,619 社、回答率 41.7％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 企業規模区分 
中小企業基本法に準拠するとともに、全国売上高ランキングデータを加え、下記のとおり区分。 
 

 

 

 

 

 

 

 

当レポートの著作権は株式会社帝国データバンクに帰属します。 

当レポートはプレスリリース用資料として作成しております。報道目的以外の利用につきましては、著作権法

の範囲内でご利用いただき、私的利用を超えた複製および転載を固く禁じます。 

業界 大企業 中小企業（小規模企業を含む） 小規模企業

製造業その他の業界 「資本金3億円を超える」 かつ 「従業員数300人を超える」 「資本金3億円以下」 または 「従業員300人以下」 「従業員20人以下」

卸売業 「資本金1億円を超える」 かつ 「従業員数100人を超える」 「資本金１億円以下」 または 「従業員数100人以下」 「従業員5人以下」

小売業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員50人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員50人以下」 「従業員5人以下」

サービス業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員100人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員100人以下」 「従業員5人以下」

注1：中小企業基本法で小規模企業を除く中小企業に分類される企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが上位3％の企業を大企業として区分

注2：中小企業基本法で中小企業に分類されない企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが下位50％の企業を中小企業として区分

注3：上記の業種別の全国売上高ランキングは、TDB産業分類（1,359業種）によるランキング

（1）地域

512 1,074
607 1,594
718 546

3,075 280
523 690

9,619

（2）業界（10業界51業種）

54 67
118 26

1,433 21
286 8

飲食料品・飼料製造業 300 34
繊維・繊維製品・服飾品製造業 107 64
建材・家具、窯業・土石製品製造業 207 128
パルプ・紙・紙加工品製造業 94 41
出版・印刷 170 7
化学品製造業 392 417
鉄鋼・非鉄・鉱業 464 43
機械製造業 419 11
電気機械製造業 304 7
輸送用機械・器具製造業 96 108
精密機械、医療機械・器具製造業 71 23
その他製造業 83 53
飲食料品卸売業 333 15
繊維・繊維製品・服飾品卸売業 173 156
建材・家具、窯業・土石製品卸売業 310 92
紙類・文具・書籍卸売業 90 425
化学品卸売業 260 52
再生資源卸売業 28 250
鉄鋼・非鉄・鉱業製品卸売業 281 101
機械・器具卸売業 854 26
その他の卸売業 322 156

39
9,619

（3）規模

1,971 20.5%

7,648 79.5%

(2,532) (26.3%)

9,619 100.0%

(271) (2.8%)

家電・情報機器小売業

飲食店

電気通信業

人材派遣・紹介業

広告関連業

その他

合  計

運輸・倉庫

農・林・水産

南関東（埼玉 千葉 東京 神奈川）

その他の小売業

（396）

自動車・同部品小売業

専門商品小売業

各種商品小売業

金融

建設

不動産

近畿（滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山）

小売

飲食料品小売業

繊維・繊維製品・服飾品小売業

医薬品・日用雑貨品小売業

家具類小売業

四国（徳島 香川 愛媛 高知）

中国（鳥取 島根 岡山 広島 山口）

九州（福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 沖縄）

合  計

（うち小規模企業）

娯楽サービス

卸売

（2,651）

放送業

サービス

（1,518）

大企業

その他サービス業

専門サービス業

教育サービス業

医療・福祉・保健衛生業

リース・賃貸業
（2,707）

メンテナンス・警備・検査業

情報サービス業

旅館・ホテル

製造

（うち上場企業）

東海（岐阜 静岡 愛知 三重）北海道

東北  （青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島）

北関東（茨城 栃木 群馬 山梨 長野）

北陸  （新潟 富山 石川 福井）

合  計

中小企業

電気・ガス・水道・熱供給業


